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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、集積の経済のミクロ的基礎を踏まえた次善の費用便益手法を確立すること
である。そのために、交通投資を組み込んだ都市集積の空間経済モデルを構築し、差別化された財の市場において発生
する間接便益の理論的分析を行うとともに、実際の評価に用いる推計手法の研究を行った。差別化された財の種類が固
定されているケースでは、間接便益は価格マークアップを用いて表現できる。差別化された財の種類が変化するケース
はより複雑であり、場合によっては、追加的な便益がマイナスになることも考えられる。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project is to develop the methodologies for second-be
st cost-benefit analysis in the presence of urban agglomeration. We build a spatial model of urban agglome
ration with transportation investment, and analyze the indirect benefits that arise in the differentiated 
good market. We also examine estimation methods that can be applied to indirect benefits. When the variety
 of differentiated good is fixed, the indirect benefits can be estimated using price markups. When the var
iety is endogenous, the results are more complicated, and the indirect benefit can be negative.
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１． 研究開始当初の背景 
(1) 日本では80％以上の人口が大都市雇用圏
に居住しており、世界で最大の都市圏である
東京都市圏には 3 千万人以上が居住してい
る。このような都市圏への人口集中は都市集
積の経済によってもたらされている。集積の
経済が発生する経済メカニズムについての理
論的研究は、1980 年前後から大きな進展が
あり、①空間的な広がり、②生産における規
模の経済性、③差別化された財の３つが存在
すれば、集積の経済が生まれることがわかっ
た。新経済地理学（New Economic Geography, 
NEG）はこういった構造を前提にしている。
NEG モデルにおいては完全競争が成立せず、
価格が限界費用を上回るという価格体系のゆ
がみが発生する。費用便益分析の実務におい
ては通常はファーストベスト経済を仮定して
いるが、集積の経済が存在する場合にはこれ
が成立しなくなり、セカンドベストの評価を
行わなければならなくなる。 
 
(2) 理論的な研究に比較して、集積の経済の
ミクロ的な構造に関する実証的な研究とそれ
を踏まえた次善の政策評価に関する研究は不
十分であった。実証研究においては、都市規
模が都市の生産性や都市住民の効用に及ぼす
効果を、都市圏集計データを用いてマクロ的
に推定する研究はかなりの数存在している。
しかしながら、ミクロ的な構造に立ち入った
研究は少ない。マクロ的な研究では、生産面
と消費面の集積の経済がそれぞれ 5～10％程
度であるという結果が得られている。したが
って、都市集積の経済の重要性は大きく、よ
り詳細なミクロ的研究が必要である。 
 
(3) 政策評価への応用についても、集積の経
済に内在する価格体系のゆがみを考慮したセ
カンドベストの経済評価手法が必要であるが、
理論的研究はまだプリミティブな状況である。
都市集積の経済の定量的重要性から見て、都
市集積に影響を及ぼすような政策（大規模イ
ンフラ投資、産業クラスター政策等）につい
て、都市集積を考慮に入れた経済評価手法を
確立する必要がある。 
 
(4) イギリスでは、1990 年代後半に、交通大
臣が Standing Advisory Committee on 
Trunk Road Appraisal (SACTRA)に対して、
交通プロジェクトが経済全体のパフォーマン
スに及ぼす効果を検討するように要請し、そ
の一環として、この問題が著名な経済学者た
ちによって検討された。その一員であった、
Venables は、空間経済モデルを用いた政策
シミュレーションを含む報告書を提出してい
る。また、これとは別に、都市集積の経済が
存在するときのプロジェクト評価手法を

Venables (2007)として出版している。 
 
(5) Behrens, Kanemoto, and Murata (2010)
は、NEG モデルを含む一般的な都市集積モ
デルにおいて、都市規模の最適性に関するヘ
ンリー・ジョージ定理をファーストベストか
らセカンドベストに拡張する分析を行った。
これをインフラ投資等のより一般的な政策評
価に拡張し、集積の経済が存在するもとでの
次善の評価に関する経済理論を確立すること
が課題であった。 
 
２． 研究の目的 
(1) 本研究の目的は、集積の経済のミクロ的
基礎を踏まえた次善の費用便益手法を確立す
ることである。そのために、①理論的分析、
②実証的推定手法の開発、③都市政策の評価
手法の提示の３つを行う。これらの詳細は以
下である。 
 
(2) 集積の経済の主要部分を占めると思われ
る差別化された財の空間経済モデルについて、
その理論的基礎を厚生経済学的な視点から再
構築する。 
 
(3) 集積の経済に関する空間的（独占的）競
争モデルにおいては、価格が限界費用より高
いというゆがみと、商品のバラエティー（あ
るいは、それらを供給する企業数）が最適よ
り少ないというゆがみの 2 つがある。これら
について、定量的な大きさを実証的に推定す
るための手法を開発する。 
 
(4) 以上の 2 つの成果を踏まえて、交通投資
や都市における様々な規制（都市計画規制等）
の評価において、これまでに採用されてきて
いる評価手法をどう修正すればよいかを提示
する。 
 
３．研究の方法 
(1) 交通投資を組み込んだ都市集積の空間経
済モデルにおける次善の便益評価に関する理
論的分析の部分については、バラエティーの
ゆがみと価格のゆがみの双方を含んだ NEG 
型の都市集積モデルに交通投資を組み込んだ
モデルを構築し、交通投資の便益に関する次
善の分析を行う。 
 
(2) 差別化財の価格とバラエティーに関する
ゆがみの大きさを実証的に推定する手法を検
討する。価格に関するゆがみについては、産
業組織論におけるプライスマージンの推定を
レビューし、都市集積に適用するのに適切な
手法を検討する。バラエティーに関するゆが
みについては、詳細な文献調査を行うととも
に、新たに推定手法の検討を行う。 
 



(3) 最近になって、イギリスでは交通投資の
幅広いインパクト（Wider impacts of 
transportation）として、間接便益の計測を
試みる先駆的な取り組みを始めている。本研
究の成果を用いて、イギリスで用いられてい
る推定手法を検討し、その理論的な妥当性を
検証するとともに、主要パラメータの推定値
についての検討を行う。 
 
４．研究成果 
(1) 集積の経済が製品差別化からもたらされ
るモデルを用いて、次善の便益評価手法に関
する分析を行った。一般的に、価格体系に歪
みがなければ（すべての価格が社会的限界費
用に一致していれば）、間接便益は相互に相殺
し合って、直接便益だけが残ることが知られ
ている。このモデルにおいては、差別化され
た財と労働に関して価格の歪みが発生してい
るので、これらの市場においてプラスあるい
はマイナスの間接便益が発生する。 
 労働市場における間接便益は、労働力率の
増加と労働者の移動の双方について発生する。 
 差別化された財の市場において発生する間
接便益は、財の種類が変わらないケースとそ
れが増減するケースとで異なる。財の種類が
固定されているケースでは、雇用の集積が増
加することによる集積便益と、不完全競争市
場（差別化された財の市場）における生産量
増加による便益の２つが存在する。これらの
間接便益は価格マークアップ（価格と社会的
限界費用の差を社会的限界費用で割ったも
の）を用いて表現できる。差別化された財の
種類が変化するケースはより複雑である。都
市集積の増加は供給されている財・サービス
の種類を増加させ、それが消費面での便益を
生んだり、生産性の向上を生んだりする。こ
れは追加的な便益を発生させるが、場合によ
っては、種類の増加が個別の財・サービスの
生産量の減少をともなうことがありうる。そ
ういったケースでは、追加的な便益がマイナ
スになることも考えられる。 
 
(2) 間接便益の推計手法について、以下のよ
うな成果を得た。 
 財の種類が固定されているケースでは、集
積便益を推定するのに必要なのは価格マーク
アップである。価格マークアップの推定手法
については、産業組織論の分野で数多くの研
究が存在しており、それらのサーベイを行っ
た。これらの研究では、価格マークアップは
20％前後のケースが多い。 
 もう一つの手法は、集積便益を集計生産関
数の規模の経済性から計測することである。
この手法は、差別化された中間生産財につい
ては適用可能であるが、差別化された消費財
については、集計生産関数が定義不可能であ

り、適用不可能である。一つの解決手段は、
地価や住宅価格の都市間格差を用いることで
ある。しかしながら、集積の経済以外に都市
間で異なるアメニティーが存在すると、集積
の経済だけをとりだすことは困難であること
を示した。 
 集積の経済に関する実証分析をおこない、
特に単一産業の産業集積の場合には、競争に
よる淘汰の効果が無視できない影響をもつこ
とが分かった。このことから、集積の政策評
価の際には競争による淘汰を考慮する必要が
あるという知見が得られた。 
 
(3) 英国交通省における交通投資の「幅広い
便益」の推計手法を検証し、以下の成果を得
た。 
 英国の手法は大筋において理論的に正当化
できるが、いくつかの問題点をもっている。
第一に、集積便益と労働力率増加便益につい
て他都市への悪影響を無視しており、これが
過大評価をもたらしている。第二に、労働者
の流入や労働化率の増加にともなって公共サ
ービスの費用が増加する可能性があり、これ
が無視されている。第三に、消費面における
集積便益については、財の種類が変わるケー
スの推計は困難である。 
 さらに、鍵となるパラメータの推定におい
てもいくつかの困難がある。第一に、価格マ
ークアップ自体の推定については、限界費用
が観察可能でないので、直接的な推定が困難
である。第二に、財の種類が可変であるとき
には、財の種類に関するマークアップの推定
も必要であるが、これは原理的に難しい。第
三に、集計生産関数の推定についても、大都
市に能力の高い労働者が集まる傾向があるこ
とがバイアスをもたらしている可能性が大き
い。 
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